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 環境影響評価（環境アセスメント）は、開発事業の内容を決めるに当って、環境にどのような影響を及ぼ

すかについて事業者自らが調査、予測、評価を行い、その結果を公表して国民、地方公共団体等から意見を

聴き、それらを踏まえて環境の保全の観点からよりよい事業計画を作り上げていこうという制度である。 

 

（１）環境影響評価法と鳥取県環境影響評価条例 

環境影響評価法は、規模が大きく環境に大きな影響を及ぼすおそれのある事業について環境アセス

メントの手続きを定め、環境アセスメントの結果を事業の許認可等に反映させることにより、環境の保

全に十分配慮した事業が実施されることを目的として平成11年６月12日に施行された。 

 

   併せて、県では同日付で鳥取県環境影響評価条例を施行し、環境影響評価法に基づく環境アセスメ

ント（法アセス）の対象外であっても、鳥取県の環境にとって影響の大きいと考えられる事業や特別

地域内（国立公園等）で行われる一定規模以上の事業を対象とした鳥取県環境影響評価条例に基づく

環境アセスメント（条例アセス）の手続きを定めている。 

 

（２）鳥取県環境影響評価条例等の改正（太陽光発電の追加等） 

 近年、大規模な太陽光発電所の設置に伴う土砂流出や、濁水発生、景観への影響、自然環境の悪化

などの問題が全国で生じていることから、環境影響評価法施行令が改正され、４万キロワット（面積

100ヘクタール相当)以上の太陽光発電所が環境影響評価法の手続き対象事業に追加された。（令和元

年７月５日公布、令和２年４月１日施行） 

   これを受けて、県は、法対象規模よりも小規模の太陽光発電所を環境影響評価の対象事業とする鳥

取県環境影響評価条例等の改正を行った。 

 

（３）環境アセスメントの手続き 

環境アセスメントは、対象事業が周辺の自然環境、地域生活環境などに与える影響について、一般

の方々や地域の特性をよく知っている住民の方々、地方公共団体などの意見を取り入れながら、下図

の流れに沿って事業者自らが調査・予測・評価を行う。 
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（４）環境アセスメント手続全体の流れ 

 
※１「免許等を行う者等」には①免許等をする者のほか、②補助金等交付の決定をする者、③独立行政法人の監督をする府省、

④直轄事業を行う府省が含まれます。        手続きの流れ         手続きの関わり 

出典：環境省 環境影響評価情報支援ネットワーク（環境アセスメント制度） 



第６章 都市計画と環境影響評価（法アセス、条例アセス） 

 

 



第６章 都市計画と環境影響評価（法アセス、条例アセス） 

 

 



第６章 都市計画と環境影響評価（法アセス、条例アセス） 

 

 

（５）都市計画決定と環境影響評価の調整 

環境影響評価法においては、都市計画に定める都市施設及び市街地開発事業のうち一定規模以上の

ものについて、都市計画決定に併せて都市計画決定権者が環境影響評価を実施するものとする、都市

計画特例の規定が設けられた。（環境影響評価法第38条の６ほか） 

県条例においては、都市計画決定権者が事業者に代わって環境影響評価手続を実施するかどうかは

できる規定となっている。（鳥取県環境影響評価条例施行規則第38条） 

 

環境影響評価法 

第九章 環境影響評価その他の手続の特例等 

第一節 都市計画に定められる対象事業等に関する特例 

第38条の６（都市計画に定められる第一種事業等又は第二種事業等）（抜粋） 

第一種事業が都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業として同法の規定により都市計

画に定められる場合における当該第一種事業又は第一種事業に係る施設が同条第５項に規定する都

市施設として同法の規定により都市計画に定められる場合における当該都市施設に係る第一種事業

については、計画段階配慮事項についての検討その他の手続及び環境影響評価その他の手続は、当該

都市計画の決定又は変更をするものが当該第一種事業を実施しようとする者に代わるものとして、当

該第一種事業又は第一種事業に係る施設に関する都市計画の決定又は変更をする手続と併せて行う

ものとする。 

 

鳥取県環境影響評価条例施行規則 

第38条（都市計画に定められる対象事業等の特例）（抜粋） 

対象事業が都市計画法第4条第7項に規定する市街地開発事業として同法の規定により都市計画に

定められる場合における当該対象事業又は対象事業に係る施設が同条第５項に規定する都市施設と

して同法の規定により都市計画に定められる場合における当該都市施設に係る対象事業については、

条例第４条の２から第30条までの規定により行うべき環境影響評価その他の手続は、次項から第41

条までに定めるところにより、当該都市計画を定める者が当該対象事業の事業者に代わって、当該都

市計画の決定又は変更をする手続と併せて行うことができる。 
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【都市計画決定権者が都市計画と環境影響評価を併せて実施する全体手続き】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画案の検討開始

鳥取県都市計画審議会

国土交通大臣同意

説明会の開催（環影法第７条の２：縦覧期間内）

知事意見の提出

鳥取県環境影響評価
審査会

関係市町村

知事意見及び住民意見を勘案して環境影響
評価書作成

説明会の開催（環影法第17条：縦覧期間内）

環境保全の見地から意見書提出
（環影法第18条：縦覧後２週間）

国土交通大臣事前協議

環境大臣

国・知事の意見を踏まえ評価書を補正

住民・利害関係人が意見書提出
（都計法第17条：縦覧後２週間）

都市計画の概要案

環境影響評価の実施方法の決定

免許等を行うもの等
（国土交通大臣等）

都市計画決定告示及び縦覧、評価書の公告及び縦覧
（環影法第27条：縦覧期間１ヶ月）

公聴会

住民説明会

都市計画決定素案の作成

都市計画（案）並びに準備書の公告・縦覧
（環影法第16条：縦覧期間１ヶ月 、 都計法第17条：縦覧期間１ヶ月）

調査・予測・評価

環境影響評価準備書の作成

意見書の提出
（環影法第８条：縦覧後２週間）

鳥取県環境影響評価
審査会

関係市町村の意見聴取

配慮書の公表・意見聴取
（環影法第３条の４～７）

関係市町村

事業者に協力要請（環影法46条）

環境影響評価方法書の作成

方法書の公告・縦覧
（環影法第７条：縦覧期間１ヶ月）

鳥取県環境影響評価審査会

環境大臣（環影法第３条の５）

主務大臣意見書の提出
（環影法第３条の６）

環境影響評価の手続の流れ（法対象事業）

事業者に協力要請（環影法46条) 都市計画原案の作成

関係機関との協議
（都計法第23条６項：知事→関係機関）

対象事業に係る計画策定（事業者）

知事意見の提出

関係地方公共団体の長の意見の提出

事業者に協力要請（環影法46条）

計画段階配慮書の作成

意見書の提出

意見聴取

意見聴取

１月

＋

２週間

最大

９０日

意見書の提出

意見聴取（知事意見を述べる場合）

併せて実施

意見書の提出

意見聴取

意見聴取

意見聴取

併せて付議

必要に応じて意見

評価書の送付

意見聴取（環影法第３条の４）


